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大学改革、次の10年 の動向を考える
アメリカの大学改革を参考にして一

学部教育における教養教育と専門職業教育の関係

江 原 武 一・

(立命館大学教授)

1.は じめ に

立命館大学の江原でございます。立命館大学では竜安寺の隣にある、衣笠キ ャンパ

スの教育開発推進機構 とい うところに所属 してい ます。教育 開発推進機構 での私の職

務はFD、 教員研修で、先生方の教育改善のお手伝いを してお ります。

本 日は大学改革、特に学部教育 における教養教育 と専 門職業教育の関係 に焦点 をあ

てたお話をさせて頂 きます。

このたび、創価大学で話 をす るようにお誘い頂いたのは、坂本辰朗先生か らで ござ

います。坂本先生 とは 日本比較教育学会で ご一緒 し、研究テーマ もアメリカの大学で、

同 じところがあ りますので、これまで もいろいろ教 えて頂 きました。本 日は首尾 よく

お話 しできるのか どうか、緊張 してお りますが、 よろしくお願いいた します。

それから、今回のお話を 「全国私立大学FD連 携 フォーラム」のホームページでPR

して頂き、あ りが とうございました。全国私 、ヒ大学FD連 携 フォーラムは、中規模以

上の私L1/大学がお互いに持てる力を出 し合 って、教員研修(FD)の 分野で連携す る

ことを目的に、2008年 に発足 した大学連合組織です。日本の中規模以上の私立大学は、

学生の規模や多様性の面で共通の課題 を抱 えてお りまして、各大学の大学教育を改善

す るために連携す ることが求め られてい ます。今回は微力ですが、その 環 として も

参加させて頂きます。

ただし事前に、教務部の澤登秀雄 さんか ら送 って頂いた資料 を拝見す ると、創価大

学の大学教育の実践 は体系的で充実 していますので、私か ら特に何かを申し上げる必
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要 もない ように思われ ます。建学の精神を具現化 した 「ミッションステー トメント」

の発表 をは じめ、創立50周 年の2020年 を目指 して、10年 後の創価大学のあるべ き姿を

明示 した 「創価大学 グラ ンドデザ イン」の策定 など、創価大学では着 々と大学改革を

進めてお られます。

またセ メスター制度やGPA制 度、創価 コアプログラム、創価オナーズプログラム、

グローバル ・シテ ィズ ンシップ ・プログラムなど、具体的な制度 も次々に、た くさん

導入 してお られ ます。組織面で も、共通科 目運営 センターや教育 ・学習活動支援セ ン

ター(CETL)、 全学 ・各学部のFD委 員会、それに今年設置 された学1課 程全体の

あ り方を検討する 「学十課程教育機構」 など、端か ら拝見する と、お見事、 というほ

かございません。

もっとも、大学改革 にとっては優れた仕組みの構築はもちろん大切ですが、それに

加えて、それらの仕組みに大学構成員、大学教員とか大学職員、学生が実際に どのよ

うにかかわっているのか、構築 した仕組みの実質的で具体的な運川や展開 も、非常に

重要だ と思います。本 日のFDフ ォーラムの開催 も、その活性化のための 一つではな

いか と思いますが、少 しでもお役に立てればと、心積 もりしてお りますので、よろし

くお願いいたします。

本 日のテーマは、「大学改革、次の10年 の動 向を考 える」で、副題は 「ア メリカの

大学改革を参考 にして」でござい ます。お話の中心は口本の大学改革、そのなかで も、

特に大学教育の改革ですが、それをアメリカの大学教育の改革 と比べ なが らどの よう

に考えた らよいのか、私な りの とらえ方や見方についてお話 しいたします。

創価大学のFD-Forum2010の 「お知 らせ」では、学生の書 く力や論理的思考力 とい

ったスキル、技能の育成 は教養教育だけでな く、専門教育で もます ます重要になって

きている。 これはその通 りです。そこで、 この問題 にアメリカの大学 はどのように対

応 して きたのか を、 ご紹介す るように、 とい うことですが、本 日は少 し広めのお話を

させて頂 きます。 と言いますのは、大学における専門教育は、それぞれの専門分野を

ベースに した教育ですので、私を含めて専門分野の外側 にいる、専 門外の人びとにと

っては、それぞれの専門教育の具体的 な教育内容 はブ ラックボ ックスになっていて、

何 も分か らないか らでござい ます。その意味で、 一つ一一つの専門分野の教育を取 り上

げるのではな くて、学部教育 における教養教育や専 門教育 の位置付けや意義につ い

て、お話 しさせて頂 きたい と思います。なお後で も申 し上げますが、私は 「専 門教育」

と言 う言葉の代わ りに、「専 門職業教育」 とい う言葉 を使わせて頂 きます。
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元になった文章は、お手元にあるパワーポイン トの配付資料の最後の頁の20頁 、下

の方のスライ ドの40枚 目にある 【参考文献】の7つ 目、「転換 期 日本 の大学改革一 ア

メリカとの比較』の4章 「大学教育の改革」 と5章 「学部教育の改 革」 にまとめたも

のです。

お手 元の配付資料で、1頁 の下の方のス ライ ドと2頁 の上の方のス ライ ドの 「目

次Jに もあ ります ように、本 日は、は じめに、「2.大 学教育の分類」で、大学教育

を4つ に分類 した後、「3.戦 後大学改革の歩み と大学教育改革」 で、戦後 日本の大

学改革を、大学教育 を中心に、ご く簡単 にた どってみ ます。それか ら、「4.学 部教

育改革の条件」のところでは、現在 日本で進め られている学部教育改革 を考 える際に

考慮すべ き条件 を7つ にまとめて、お話 しいた します。続 いて最 後に、「5.学 部教

育改革の課題と方向」 として、学部教育における教養教育 と専門職業教育の内容や位

置づけをどのようにすれば よいのか、その課題 と方向 を日米比較 の観点 を視野に収め

なが ら探 ってみたいと考えてお ります。

それでは、配付資料の最初のところに戻 って、1頁 の上の方のスライ ドにある、「到

達 目標」 をみて頂 きたいのですが、この到達 目標の一番 目に挙げた 「知識」の理解 と

いうのは、これか ら私がお話 しす るような見方や用語を理解 して、活用 して頂 くこと

大学 改革、
一 アメリカ

剛 「

創 価 大学 「FD‐Forum2010」 第1部FD講 演 会

創 価 大学S201教 室13,00-15:00

大学 改革、次 の10年 の動 向を考 える
一 アメリカの大学改革を参考にして一

開催 日時 2010年12A11日(土)

講義内容 学部教育における教養教育と専門職業教育の関係

担当者 立命館大学 教育開発推進機構
教授 江原 武一

到達目標 大学教育改革、特に学部教育改革の改革課題を考

えるための基本的な見方や用語を理解し、活用す
ることができる(知 識)。

転換期における所属大学の学部教育改革の課題や
方策を、自らの経験をふまえて分析し、主体的に
論じることができる(価 値観 ・思考)。
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【講 義 の 構 成】

1.は じ め に

2.大 学教育の分類

大学教育を構成する学部教育と大学院教育

流動的な教養教育と専門職業教育の区分

3.戦 後 大 学 改 革 の 歩 み と大 学 教 育 改 革

アメ リカ ・モデルによる戦後大学改革

展開期(1956-1984年)の 大学改革

転換期(1985年 以降)の 大学改革

z

砿L'一

4.学 部教育改革の

(1)最終的な学校教育段 階としての大学教育

(2)同世代の半分強を受け入れ る大学教育

(3)不可欠な教養教育 と専門職業教育

(4)専門分野や進路に応 じた教養教育の比重

(5)問われる教養教育のあ り方

(6)あいまいになる教養教 育と専門職業教育の境 界?

(7)近代科学の成果に もとついた学部教育

5.学 部教育改革の課題 と方向

大きく変わった学部教育の内容

学部教育改革の方向

その他の課題

終りのない学部教育の改革

3

です。 もちろん、私の 申し上げることを、そのまま信 じて頂 く必要 はあ りませ ん。そ

れよりも、基本的に理解 した上で、是非、批判的にご判断頂 きたいと思います。

また二番 目の到達 目標 は、現在の転換期における所属大学の学部教育改革の課題や

方策を、 ご自分の経験 をふ まえて分析 し、主体的に論 じて頂けるかどうか、というこ

とで ございます。 この 「到達 目標」 は、今はや りのシラバスの書 き方にならって、悟

越 で 、 申 し訳 あ りませ んが 、皆 様が 「で きる」 ように なる、 とい う表現 を してお りま

す 。
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2.大 学教育の分類

本題に入 りますが、は じめに、大学教育の分類について、お話 しいたします。

今 日では、大学は高等教育の大衆化 にともない、大学教員中心の研究重視機関か ら

学生中心の教育重視機関へ移行 し、大学教育 を、それにふ さわ しい ものに改革す るこ

とを強 く求め られてい ます。 日本では18歳 人口が今後 も長期的に減 り続けるため、学

生を確保 しようとすればますます多様 な学生を受け入れることにな り、大学教育の改

革はいっそ う必要にな ります。 ところが、 これまでの改革では、大学教育の イメージ

が非常にあいまいなまま、改革論議や提言、実際の改革が行われて きたように思われ

ます。幅広い社会的な関心や支持 をえて、実質的な改革 を進めるには、 なによりもま

ず大学教育の イメージを明確に しなければならないと考 えてお ります。

大学教育 を構成する学部教育 と大学院教育

本 日は、 日本の大学教育の特徴や改革の方向をアメリカの動向を参照 しなが ら1つ

の分析の枠組みで整理することをめざしてい ます。そのため、あい まいな定義にな り

ますが、「大学や短期大学な どで行 われるカ リキュラム(教 育 課程)と して明示 され

た正式の教育」 を 「大学教育」 と定義いたします。

この大学教育 という言葉の意味 を明 らかにす る際にポイン トになるのは、㊦教育段

1は じめに

2大 学教育の分類

大学教育を構成する学部教育と大学院教育
・学部教育……大学や短期大学などの学部段階で行われる教

育の総称

大学院教育……大学院段階の修士課程や博士課程などで行

われる教育の総称
・学部教育に相当する英語はアンダーグラデュエイ ト・エデ

ュケーション、大学院教育に相当する英語はグラデュエイ

ト・エデュケーション

*「 学士課程教育」とい う名称について

4
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階を考慮 して、大学教育 を学部教育 と大学院教育の2つ に区分することと、②大学教

育の内容 を教養教育 と専門職業教育の2つ に区分す ることです。

は じめに、大学教育を教育段 階に注 目して、大学や短期大学等の学部段階で行われ

る教育 を総称する 「学部教育」 と、大学院段 階の修十課程や博士課程 などで行われる

教育 を総称する 「大学院教育」の2つ に区分いた します。学部教育に相当する英語は、

アンダーグラデュエ イ ト・エデュケーション、大学院教育に相当する英語 は、 グラデ

ュエイ ト・エデュケーシ ョンでございます。

なお修了者の取得する学位 に注 目して、学部教育の代わ りに、4年 間の学部教育を

「学士課程教育」 と称する方式 もあ ります。 ところが、そ うすると、短期大学の提供

する教育 を短期大学士課程教育 といった り、大学院教育 を修士課程教育 とか博士課程

教育 に区分 した りする必要があるので、場合によっては議論がかえって煩雑で まぎら

わ しくなる恐れがあ ります。 また政府の方針では、 日本で もアメリカで も、専門学校

を高等教育に含めるようになってきてい ます。それにな らって、専門学校 を高等教育

に含めるとした ら、その教育 をどのような課程教育 と呼ぶのか といった問題 もでてま

い ります。

もちろん議論によってはそ うした課程の区分が重要な場合 も当然あ りますが、それ

よりもここではご く大 まかに、学部教育 と大学院教育の2つ に分けておけば十分だろ

うと思い ます。 とい うの も、 日本の近代大学の歴史 をた どってみて も、 日本の大学改

革に大 きなインパ ク トを与 えてきた大学のアメリカ ・モデルの展開過程をた どってみ

て も、学部段階の高等教育 と大学院段 階の高等教育 との間には、大学教育のあ り方だ

けでな く、制度の仕組 みや組織 の構造の面 などで もかな り大 きな違 いがあ るか らで

す。

流動的な教養教育 と専門職業教育の区分

次に大学教育の内容に注 目す ると、大学教育は 「教養教育」 と 「専門職業教育」の

2つ に大 きく分かれます。教養教育 という言葉 も、時代や論者 によってさまざまな意

味 をこめて使われて きました。 しか し本 日のお話では、教養教育を、高度な専 門的人

材や広い意味での社会的な指導者 として活動することを期待 されている学生に、それ

にふ さわ しい基礎的な学力や教養を身につけさせ る教育 と定義 して使 うことにしたい

と思い ます。今日の学生 は、この教養教育で特定の専門分野や職業 にとって不可欠な

幅広い学問領域 を体系的に学ぶ ことに より、幅広 さと一貫性 を備えた知識や技能、価

値観、態度 を身につけ、「教養ある人間」(エ デュケイテ ッ ド・パーソン)と して成長
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流動的な教養教育と専門職業教育の区分

(1)教養教育……高度な専門的人材や広い意味での社会的な指導

者として活動することを期待されている学生に、それにふ

さわしい基礎的な学力や教養を身にっけさせる教育
・今日の学生はこの教養教育で特定の専門分野や職業にとっ

て不可欠な幅広い学問領域を体系的に学ぶことにより、幅

広さと一貫性を備えた知識や技能、価値観、態度などを身

につけ 「教養ある人間」(エ デュケイテッド・パーソン)

として成長することが期待されている。
・教養教育に相当する英語はりベラル ・エデュケーション

5

亀"

・教養教育を構成する教育

従来の一般教育や外国語教育(言 語教育)の 科目や教養

科目や全学共通科目として開講されている教育など

アメリカの歴史と伝統のある教養カレッジや威信の高い

研究大学の文理系学部カレッジが提供する、教養教育の

色彩が濃い4年 間の学部教育

日本の国際基督教大学をはじめとする教養型大学の学部

教育

6

す ることが期待 されてい ます。この 日本語 の教養教育 に相当す る英語 をあ えて探せ

ば 、 リベ ラ ル ・エ デ ュ ケ ー シ ョ ン と い う こ とに な り ます 。

日本の大学教育で教養教育 を構成するのは、従来の一・般教育や外 国語教育の科 目、

あるいは現在多 くの大学で教養科 目や全学共通科 目として開講 されている教育な どで

す。またアメリカの歴史 と伝統のある教養 カレッジや、威信の高い研究大学の文理系

学部カレッジが提供する4年 間の学部教育 は、こうした教養教育の色彩が濃い教育で

す 。
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(2)専門職業教育……基礎的な学力や教養を身につけた学生に、

特定の専門分野や職業と関連した知識や技能、価値観、態

度などを身につけさせる教育
・専門職業教育を構成する教育

学部段階の職業教育、専門教育、専門基礎教育、

大学院段階の専門分野の研究者育成教育、専門職大学院

の専門職教育など
・専門職業教育に相当する英語はボケイショナル ・プロフェ

ッショナル ・エデュケーション

*大 学教育改革の当面の課題……学部教育における教養教育と専

門職業教育の内容や位置づけ、バランス

7

それに対 して、専門職業教育は、すで に基礎的な学力や教養を身につ けた学生に、

特定の専門分野や職業 と直接 関連 した知識や技能、価値観、態度などを身につけさせ

る教育です。 この専 門職業教育 を構成す るのは、学部教育に含 まれる職業教育や 專門

教育、それか ら専門の基礎的教養 となる教育、あるいは大学院教育で開講 される特定

の専門分野の研究者を育成するための教育や、ロースクールやメデ ィカルスクールな

どの専 門職大学院が提供す る、専門職を育成するための教育な どです。 なお専門職業

教育(ボ ケイショナル ・プロフェッシ ョナル ・エデュケーシ ョン)と い う[1葉 をわざ

わざ使 うのは、学部段階の職業教育と専 門教育、それに大学院段階の職業教育や専門

教育、専門職教育 などを一括 してあ らわす必要があるか らです。

この2つ の言葉の定義か らもお分か り頂けるように、教養教育 という[i葉 は、職業

教育や専門教育、専門職教育な どと区別する意味で使 われています。現在の大学教育

の改革で求められているのは、この教養教育 と専 門職業教育によって構成 される大学

教育 を、学部教育 と大学院教育 に区分 して、 どのように再編成するのか とい うことで

ございます。 もっ とも大学院教育では主に専 門職業教育が行われるので、当面の基本

的な課題は、学部教育における教養教育 と専門職業教育の内容や位置づけ、バ ランス

をどの ようにすればよいのかという問題にな ります。

なお後で も申 しLげ ますが、学部教育で も、その中心 になるのは専門職業教育で、

教養教育ではあ りませ ん。世界の大学のなかで教養教育を学 部教育の教育課程、つ ま

りカリキュラムに組み入れているのは、アメリカの大学 と戦後の 口本の大学、それか
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らフィリピンの大学 くらいで、 イギ リスや ドイツ、 フランスの大学をはじめ、 ロシア

や中国など、圧倒的多数の国 ぐにの大学は、専 門職業教育 しか提 供 してお りません。

それ らの国 ぐにでは、戦前の 口本 と同 じように、学生 は大学に入学す る前の高校 まで

の中等教育で、教養教育を修得 してか ら、大学では専 門職業教育を学ぶのだ と考え ら

れています。

それでは、大学教育の改 革、特 に学部教育の改 革をどの ように考えた らよいのか、

とい うことですが、そのために、ご く簡単 に第二次世界大戦後か ら今 日までのほぼ60

年間の 日本における大学改革の歩みを振 り返ってお きたいと思い ます。

3.戦 後大学改革の歩みと大学教育改革

アメリカ ・モデル による戦後大学改革

日本の教育制度は第二次世 界大戦後、連合国の占領下に抜 本的に改革され ました。

第二次世界大戦後の日本の大学改革の歩みは大 きく、戦後大学改革期、 日本独 自の展

開を試みた展開期、1985年 以降の転換期の3つ の時期 に分けることがで きますが、現

在の 日本の大学制度の基本的な枠組みは、戦後大学改革に よって形成 されたものでご

ざいます。

なお1956年 というのは、 日本の経済の高度成長が始 まった年で、 日本が独 自の道を

歩み始めた時で した。大学政策では、大学設置基準が文部省令 として制定公布 された

年で、日本の独 、Z後、独 自の大学改革が進め られた、!956年 か ら1984年 までの展 開期

の出発点に 当たる年で もあ ります。また1984年 は臨時教育審議会が設置 された年で、

現在の転換期の大学改革が始まった年です。 この時か ら数多 くの答申や報告が公表 さ

れ、それ らを受けて矢継 ぎ早に大学政策が実施 されてきました。特 に1991年 には大学

設置基準などが大綱化 され、大学教育のあ り方は大 きく変わることにな りました。 な

おご存 じのように、1991年 とい うのはバブル経済が崩壊 した年で、最近では 「空 白の

20年 」 ともいわれますが、 この時の痛手か ら日本はまだ立 ち直 っていない といってよ

いだろうと思い ます。

戦後教育改 革の特徴の1つ は、アメリカの教育の影響 を強 く受けて改革が実施 され

たことです。大学改革で も一般 教育や単位制、課程制大学院、大学の適格認定、 アク

レデ ィテー ションな ど、それまで 日本の大学に とってあま りなじみのない異質の要素

13
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敏

3戦 後大学改革の歩みと大学教育改革

アメ リカ ・モデルによる戦後大学改革

(1)戦 後 日本の大学改革の時期区分

①戦後大学改革期(1949-1955年)

②展開期(1956-1984年)

③転換期(1985年 以 降)

(2)二 つ の区分年

・1956年 ・…・・日本の経済の高度成長が始まった年
。大学設

置基準が文部省令 として制定公布 された年

・1984年 … …臨時教育審議会が設置 された年。1991年 に は

大学設置基準な どが大綱化、 「空白の20年 」の始ま り

8

(3)ア メ リカ ・モデルによる戦後大学改革の実施

・一般教育や単位制、課程制大学院、大学の適格認定(ア

クレデ ィテーシ ョン)な どの導入

・(例)学 部教育のカ リキュラムの構造……大学設置基準

(1956年)の 規定

*大 学で開設すべき授業科 目……一般教育科 目、外国語

科 目、保健体育科 目、専門教育科 目

*一 般教育科 目……人文科学、社会科学、自然科学

*卒 業の要件……4年 以上在学、124単 位 以上修得

一般教育科 目36単 位、外国語科 目8単 位、保健体育

科 目4単 位、専門教育科 目76単 位以上の修得

9

が い くつ も と りいれ られ ま した。

そ うした大学のアメリカ ・モデルの影響の一端 を確かめるために、戦後大学改革期

と展開期 を区分す る年であ る1956年 に文部省令 として制定公布 された、「大学設置基

準 」 の規 定 に よ り、学 部教 育 の カ リキ ュラム の構 造 を整 理 してみ る と、パ ワー ポ イ ン

トの まとめの ようにな ります。 この大学設置基準 は戦後大学改革期の成果であるとと

もに、 日本の独立後、文部省を中心 にして独 自の行政主導の大学改革が進められた展

開期の出発点になった時の学部教育の カリキュラムも示 しています。
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この1956年 に公布 された大学設置基準によれば、大学 で開設すべ き授業科 目は一般

教育科 目、外国語科 目、保健体育科 目、専 門教育科 目の4つ に分け られます。その う

ち ・般教育科 目は、その内容 により人文科学、社会科学、 自然科学の3系 列 に分けら

れ、系列 ごとにそれぞれ3科 目以上、全体 として12科 目以上の授業科 目を開設するも

のとされていました。

大学の卒業の要件 は、大学に4年 以上在学 し、124単 位以上 を修得することです。修

得 単位は授業科 目別に定められてお り、一般教育科 目については、3つ の系列 ごとに

それぞれ3科 目以1.12単 位、合計9科 目以上、36単 位を修得 し、外国語科 目について

は、1種 類の外国語の科 目8単 位、保健体育科 目については、講義および実技4単 位

を修得 しなければならない。 また専門教育科 目については76単 位以上の修得が求め ら

れてい ました。

この ような構造をみると、 日本が戦後大学改革で導入 した学部教育のカリキュラム

は、その当時のアメリカの典型的な学部教育のカリキュラム と形式的にかな り似てい

ることが分か ります。修業年限はどちらも原則 として4年 間であ り、一般教育は人文

科学、社会科学、 自然科学の3分 野によって構成 されてい ました。科 目履修 に際 して

必修科 目とともに、 自由選択科 目が設け られているの も日米共通で した。

また 日本で もアメリカで も、学生の多 くは卒業 までに卒業要件以上の単位 を修得す

るので単純に比較できませ んが、 日本の学生の場合、アメリカの 「専攻」 に相当する

専門教育の卒業要件は76単 位以上だか ら、124単 位の61%を 占めています。36単 位 の

一般教育は124単 位の29%を 占めてお り、 これ にアメリカにならって、さ らに外 国語

や保健体育などを教養教育に含めると、その比率は39%に な ります。それゆえ、実際

の教育内容や授業のあ り方などには違いがあるに して も、 日本の大学 は、アメリカ ・

モデルの影響 を強 く受けて、学部教育のカリキュラムを改革 したと考 えられ ます。

展開期(1956-1984年)の 大学改革

ところで、すでに申 し上げたように、戦後大学 史のなかで、1956年 は 一連の戦後大

学改革が…段落 し、 日本独 自の展開をは じめた時点で もあ ります。 日本が1952年 のサ

ンフランシスコ講和条約の発効 を契機に独立する と、文部省は再び大学政策への関与

を強め、独 自の政府主導の大学政策を進めるようにな りましたが、大学設置基準な ど

の制定公布は、そ うした大学政策の変化 を象徴する出来事で した。

この大学設置基準では、専門教育重視、つ ま り学部教育 における専門職業教育重視

の観点か ら、専門教育の基礎 となる 「基礎教育科 目」が授業科 目として新たに導入さ
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「7　 「
展開期(1956-1984年)の 大学改革

(1)政府による行政主導の大学政策が進められた展開期
・学部教育における専門職業教育重視……専門教育の基礎

となる 「基礎教育科目」(8単 位)の 導入
・政府の権限強化……省令として制定された大学設置基準

・講座制と学科目制の区分の明確化、規定内容の細分化と

数量化など

(2)批判的な大学教育改革論議の背景

①制度的な改革が先行した戦後大学改革
・旧制高等教育機関の新制大学への一元化

・劣悪な改革条件、戦前の学校間格差の存続

れ、 一般教育科 目の うち8単 位 に限 り基礎教育科 目の単位で代 えることができるよう

にな りました。

その他 に、この基準が省令 として制定 されて、政府の権限が強化 されたのをは じめ、

講座制 と学科 目制の区分の明確化や規定内容の細分化と数量化 など、その後の 日本の

大学政策のあ り方 を左右 した変更が行われています。

ところが、その後の学部教育の歩みはけっして順調 なものではあ りませ んで した。

展開期 にあ らわれた大学教育論議をたどってみれば、す ぐお分か り頂けるように、 日

本の大学教育は常に批判や非難の対象であ り続けました。その背景にはいろいろな事

情が考え られ ますが、 ここでは戦後大学改革 にともなう問題点 に焦点を絞ってポ イン

トをまとめてお くと、次の ようにな ります。

まず第1に 指摘す る必要があるのは、戦後大学改革が、占領軍主導で、改 革の条件

が整 わないまま短期間に遂行 されたため、内容的な改革よ りも制度的な改革が先行 し

たことです。

占領軍による改革の基本方針の1つ は、戦前のエ リー ト的な大学制度を改革 して、

多数の者 に高等教育機会を拡大することで した。旧制高等教育機関の新制大学へ の一・

元化 は、 「大学」 とい う名の同格の高等教育機会 を大幅 に拡大 した民 主的な改革であ

り、その後の高等教育の大衆化の制度的な整備 を結果的に実現 した改革 とい うことも

で きます。大学進学者 は60年 代以降急 カーブを描いて増 えましたが、その主要な担い

手はこの ときに大学に昇格 し、安上が りの大学教育 を受益者負担で提供 した私立大学
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E
一

② ドイツ ・モデルからアメリカ ・モデルへの変更に伴う誤

解やひずみ
・継続する専門職業教育の失地回復

・根強く残る教育よりも研究重視の大学教員の役割観

③長い年月が必要な学部教育の改革
・アメリカ:19世 紀後半から20世紀前半まで1世 紀近い

年月が必要だった学部教育のカリキュラムの定着
・植民地時代のカレッジの4年 間の教養教育中心の教育

を、事実上1、2年 間の一般教育に短縮し、それに近

代科学を教育する専攻(メ ジャー)に よる専門職業教

育を加えた学部教育の構築

11

だったか らです。 しか し改革の条件が劣悪 な状態で戦前の学校問格差を存続 させた ま

ま、内容 よりも形式 を優先 して強行 された制度改 革は、その後の大学の発展 にとって

大 きな足かせ とな りました。

第2は 、戦後大学改革が明治期以降 ドイツ ・モデルに もとついて構築 されて きた大

学制度を、アメリカ ・モデルにもとついて一挙に変えることをめざ したため、 さまざ

まな誤解やひずみが生 まれたことです。

たとえば伝統的な戦前の大学観では、専 門職業教育が学部教育の主要 な役割だった

こともあ り、その後の大学改革では、新たに導入 された 一般教育の意義が幅広い支持

をえないまま、㊤卑門職業教育の失地 回復が継続 してめ ざされるこ とにな りました。

もう1つ は、1②教育 よりも研究 を重視する大学教員の役割観がい まだに根強 く残 って

いることです。 口本ではアメリカと違 って、研究 と並んで学生の教育を重視する課程

制大学院がなかなか定着 しなかったの も、戦前の旧制大学では研究 と専門職業教育が

形だけの大学院ではな く、学部段階で実際に行われていたことを考 えれば、当然だっ

たのかもしれません。

ただ し第3に 、こうした問題点の解決には、長い年月が必要 なことを指摘 してお き

たいと思います。 アメリカで も現在の典型的な学部教育のカリキュラムが定着するの

に、19世紀後'トか ら20世紀前半まで1世 紀近い年月が必要で した。アメリカの大学は、

この100年 間に、それ までの伝統的な植民地時代のカレッジが提供 して きた4年 間の

教養教育中心の教育を、事実上1、2年 間の…般教育に短縮 し、それに近代科学を教
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育する専攻、メジャー とい う名の専門職業教育 を加 えた学部教育 を構築するようにな

りました。 これはアメリカでも、19世 紀後半か らドイツの大学の影響 を受けて、研究

の役割 を大学が果たす ようになったために、学部段階の教育 を近代的なものに改革す

る必要があったか らです。

ところが、植民地時代の カレッジの教養教育 は、 ヨーロッパの中世の教育をふまえ

たものですか ら、それを近代科学の研究 を重視する ドイツ生 まれの近代大学の専門職

業教育 と継 ぎ合わせ るのは、非常 に難 しいことで した。そのため もあって、アメリカ

では、一般教育 と専攻を中心 にした近代的な学部教育のカリキュラムを大学教育 とし

て定着 させ るのに、100年 間という時間がかかったといってよいと思い ます。

アメリカの学部教育は、実際には多種多様で、大学によってかな り大 きな違いがみ

られ ます。ただ しアメ リカの現在の典型的な学部教育のカリキュラムは、(1)一 般

教育、(2)専 攻(主 専攻、副専攻)、(3)自 由選択(フ リー ・イレクテ ィブ)、(4)

課外活動の4つ の要素によって構成 されています。

一般教育 は幅広 さ(ブ レドス)を 学ぶために、人文科学、社会科学、 自然科学の3

分野にまとめられた専門分野の科 目群に加えて、西欧文明や女性研究、第 三世界研究

な どといった、一・貫性(コ ヒーレンス)を 学んだ り、総合的な理解力を修得 したりす

るための総合科 目群 とか、知的な学習技能(ラ ーニ ング ・スキル)の 修得を目的にし

た英作文、基礎数学、外国語、それか ら体育 などの科 目群 によって構成 されるのが一・

般的です。

*ア メ リカの現在 の典型的な学部教育のカ リキュラム構造

(1)学 部教育のカ リキュラムの構成要素……① 一般教育、②専攻

(主専攻、副専攻)、 ③ 自由選択(フ リー ・イ レクティブ)

④課外活動(ノ ンクラスルーム ・アクテ ィビティ)

・一般教育……幅広 さ(ブ レドス)を 学ぶために人文科学、

社会科学、自然科学の3分 野にまとめられた専門分野の

科 目群 に加 えて、西欧文明や女性研究、第三世界研究な

の一貫性(コ ヒー レンス)を 学んだ り総合的な理解力を

修得 した りするための総合科 目群 とか、知的な学習技能

(ラーニング ・スキル)を 修得す る英作文、基礎数学、

外国語、体育などの科 目群によって構成

12
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専攻は、学部卒業後の就職や大学院進学の準備 として、特定の専門分野を深 く学ぶ

(デプス)た めの科 目群 によって構 成されています。 日本の学部教育の カリキュラム

でいえば、a一門教育 の科H群 に相当す る科 目群です。この専攻 には主専攻(メ ジ ャ

ー)と 副専攻(マ イナー)が あ ります。専攻で学ぶ専 門分野は実に多種多様ですが、

次の2つ に大きく区分す ることがで きます。

1つ は近代科学のなかで も基礎的な文理系(リ ベ ラル ・アー ツ ・ア ンド ・サ イエ ン

シズ)の 専門分野、つ まり人文科学や社会科学、 自然科学の専門分野であ り、複数の

専門分野 にまたが る学際研究や芸術な ども含 まれ ます。

もう1つ は職業 との関連が深い実学的な専門分野で、法学や経営学、教育学、工学、

農学をは じめ、家政学や体育学、図書館学、保健医療科学、コンピュー タ ・情報科学、

神学など多彩な専門分野が含 まれ ます。

学部教育を構成す る4つ の要素のなかで、中心 に位置するのは、一・般教育 と専攻で

す。学部教育 に占める 一般教育の比重を確認す ると、学士号取得 に必要な120単 位 に

占める一般教育の割合は、1967年 には43%で した。それが卒業要件の緩和 をもた らし

た60年 代後半の 「学生反乱」以後 しだいに減少 し、1974年 には34%ま で低下 しました

が、88年 には再 び38%に 増加 しています。2000年 の時点では、平均 で45%で した。

重要なのは、ほとん どすべての大学は、学生に一般教育の履修 を必修 として課 して

いることです。専攻の科 目履修では、学部卒業後就職す る学生は、主 に職業 との関連

が深い専門分野の科 目を履修 しますが、学術大学院や専門職大学院に進学 してよ り高

り

・専攻・・…・学部卒業後の就職や大学院進学の準備 として
、特

定の専門分野を深 く学ぶ(デ プス)た めの科 目群

主専攻(メ ジャー)と 副専攻(マ イナー)

多様な専門分野

①基礎的な文理系(リ ベ ラル ・アーツ ・アン ド・サイ

エンシズ)の 専門分野、学際研究、芸術な ど

②職業 との関連が深い実学的な専門分野……法学、経

営学、教育学、工学、農学、家政学や体育学、図

書館学、保健 医療科学、コンピュータ ・情報科学

など

13
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←

(2)学 部教育の中心に位置す る一般教育 と専攻

・学部教育(120単 位)に 占める一般教育の割合

43%(1967年)→34%(1974年)→38%(1988年)

45%(2000年)

・ほ とん どすべての大学で一般教育の履修は必修

・教養教育(一 般教育)と 専門職業教育(専 攻)の 関係

多数派の卒業後就職する学部学生の場合……一一一般教

育=教 養教育、専攻=専 門職業教育

少数派の卒業後大学院に進学する学部学生の場合 ・…

大半は同様の科 目履修 をして大学院に進学、ただ し専

攻でも文理系の専門分野を中心に幅広く学ぶ者もいる。

14

一

度な専 門職業教育 を学ぼ うとす る学生のなかには、基礎的な文理系の専門分野 を履修

した り、狭 い専 門を超 えてで きるだけ幅広 く学んだ りする者 も少な くあ りません。つ

まりアメリカの大多数の学部学生は、卒業後社会に出て活躍 しますが、彼 らの場合に

は、一般教育が教養教育 として、 また専攻が専 門職業教育 として位置づけ られます、

ところが、大学院に進学 してより高度な専門職業教育を学ぶ少数派の学部学生の場

合、その大半 は学部卒業後就職する多数派の学生と同様の科 目履修 をして大学院に進

学 しますが、なかには一般教育 を教養教育 として履修するのは同じですが、専攻でも

職業 との関連が深い専門分野に加えて、基礎的な文理系の専門分野 を中心 に幅広 く学

ぶ者もいます。彼 らに とって、4年 間の学部教育はどちらか といえば教養教育の色彩

が濃い内容にな ります。

したが ってアメリカの大学全体についてみると、学部教育における教養教育 と専門

職業教育の内容や位置づけ、バランスは多種多様ですが、非常 に重要なのは、 どの大

学の学生 も専門職業教育だけでな く、一般教育にせ よ専攻 まで含めた形にせ よ、学部

教育の一一環 として位置づけ られた教養教育 を学んでいることです。

転換期の大学改革

現在の 口本の大学改革、つ ま り転換期の大学改革 は、1984年 に設置された臨時教育

審議会か らは じまった と考えて よい と思います。 というのは、[本 ではこれまで、文

部省を中心に した政府行政当局が主導する形で大学改 革が進め られて きたか らです、
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大学改革、次の10年 の動向を考える

転換期(1985年 以 降)の 大学改革

(1)大 学設置基準などの大綱化(1991年)

・行政主導の大学改革

・個別大学における大学改革の進展

(2)大 学 改革の進捗状況

【1991年～2001年 】

カ リキュラム改革の実施99%、 自己点検 ・評価の実施92

%、 評価結果の公表75%

【2008年度 】

2004-08年 度 にカ リキュラム改革の実施99%、 カ リキュラ

ム編成の全学的検討 を行 う機会の設置76%

その後90年 代に人ると、長 くてますます見通 しの きかない 「冬の時代」を経験するよ

うになった各大学 も、それぞれの立場 か ら急 ピ ッチで改革 を進め るようにな りまし

た。[本 の大学、なかでも国 、k大学は自分か ら主体的にはなかなか変わ らない と長い

間いわれて きました。 ところが、行政主導の改革の波が押 し寄せ るにつれて、個別の

大学 レベルでも、 目にみえる形で改革が進め られるようにな ります。

こうした個別大学の大学改革の直接の契機になったのは、1991年 の大学設置基準 な

どの大綱化です。文部科学省はそれ以降の個別大学 における改 革の状況 を、大学 にお

ける教育内容等を中心に毎年調査 して公表 しています。その結果によると、99%の 大

学は91年 以降2001年 までの10年 間に、カリキュラム改革 を実施 していました。

さらに2008年 度の調査結果によれば、89%の 大学 は2004年 度以降の5年 間に限って

もカリキュラム改 革を実施 していました。授業の質を高め るための具体的な取組状況

を2008年 度の調査結果で確かめる と、シラバス(授 業計画)の 作成や学生による授 業

評価には大 きな変化はみ られ ませんが、教員研修 を実施 した大学の比率 は91%ま で伸

びました。その他に、新 しい改革事項 として、補習授業を実施 した大学や初年次教育

を導入 した大学、教員研修(FD)を 実施 した大学、職員研修(SD)を 実施 した大学

なども公表 されています。

このように1984年 か らみれば26年 、1991年 か らみてもすでに20年 近 くが経過 してい

ます。大学 をとりまく環境 は、この間に絶え間な く変動 して、大学のあ り方を大 きく

左右 してきました。 この間の転換期の大学改革は、大学の内部の要因よりも、⑦社会
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飾

(3)授 業の質を高めるための具体的な取組状況

・ 【1991年～2001年 】

シラバスの作成98%、 学 生による授業評価76%、 高等学

校の履修状況 に配慮 した授業科 目の開設59%、 教 員研修

(FD)の 開催61%

・ 【2008年度 】

シラバスの作成96%、 学 生による授業評価80%、 教員研

修(FD)の 開催97%、

補 習授業の実施37%、 導 入教育(初 年次教育)の 導入82

%、 職 員研修(SD)の 実 施91%

16

(4)転換期の大学改革の背景
・大学の内部の要因よりも学外の諸力が促す大学改革

①社会のグローバル化の進展

② 「小さな政府」の登場

③情報技術革新
・数字にみられる積極的な大学教育改革の実施?

T

↓

批判的な利害関係者(ス テークホルダー)の 声

産業界、学生の保護者、高校関係者、受験産業界

学生、大学教職員など

17

のグローバル化 の進展や② 「小 さな政府」の登場、③情報技術革新 といった学外の諸

力 によってひきおこされている とまとめることがで きると思います。

それにともなって大学改革 もいろいろ行われて きてい ます。数字 だけみると、大多

数の大学 は、この20年 ほ どの問に、非常 に積極的に大学教育の改革を進めてきていて、

何 の問題 もない ように もみえます。

しか しその一方で、大学教育については卒業生を受け入れる産業界や学生の保護者

をは じめ、高校の関係者や受験産業界 などの学外の利害関係者、ステー クホル ダー、
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大学改革、次のIO年 の動向を考える

それから大学で学ぶ学生や人学の教職員などの利害関係者か ら、いろいろな厳 しい声

が聞かれるの も、また確かなことだと思い ます。

4.学 部教育改革の条件

そ うした状況をふ まえて、 日本の大学教育、つ まり大学や短期大学等で行 われるカ

リキュラム(教 育課程)と して明示 された正式の教育 を、今後 どの ように改革すれば

よいのか。大学教育は教育段 階をめやすにする と、学部教育 と大学院教育に分かれ ま

すが、続いて主に学部教育の改革について、私な りの考え方や見方、この20年 間の 日

本の動向などについて、お話 しさせて頂 きます。

は じめに、現在 日本で進 め られている学部教育改革 を考える際 に考慮すべ き条件

を、7つ に集約 してご紹介いた します。続いて、21世 紀初頭の国立大学 を中心 に、学

部教育における教養教育 と専門職業教育の内容や位置づ けを簡単 にながめた後、 どの

ように学部教育を改革すればよいのか、その課題 と方向を日米比較の観点を視野 に収

めなが ら探 ってみたい と思います。

最終的な学校教育段階 としての大学教育

学部教育の改革を左右する第1の 条件は、今 日の大学教育 は制度的に、初等教育 と

中等教育の次に接続する、最終的な学校教育段階 として位置づけ られ、その整備充実

4学 部教育改革の条件
・学部教育改革を考える際に考慮すべき7つ の条件

(1)最終的な学校教育段階としての大学教育
・大学教育……初等教育(小 学校)と 中等教育(中 学校 ・高

等学校)の 次に接続する最終的な学校教育段階
・初等中等教育と制度的にスムーズに接続していない現在の

大学教育
・初等中等教育も大学教育も、できるだけ正確な知識を体系

的に整理して標準化し、順序立てて系統的に提供
←→ 大学教育では重要な意義がある、研究で生産される

新しくて決着のっかない灰色の部分を含んだ知識

18
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がめざされていることです。

歴 史的にみると、 ヨー ロッパ中世に生まれた大学は、教育機関のなかで成立 した順

序が最 も早 く、すでに800年 を超える長い歴史があ ります。次いで西 ヨーロッパでは、

この大学への進学準備教育 を、少数の上層階層出身者 を対象に行 う中等学校が整備 さ

れ、最後 に18世 紀後半の産業革命以降、すべての国民 を対象に した初等学校が設立 さ

れるようにな りま した。つ ま り、子 どもの成長に対応 した教育段 階の順序 と教育機関

としての歴史的な成立の順序は逆であって、 しか も、初等教育 と中等教育 との間には

大 きな溝があって、連続 した教育段階 として位置づけられていなかったとい うことで

す。

近代教育制度の歴 史は、 この ような歴史的背景 をもつ学校 を子どもの成長に対応 し

た教育段 階に沿 って体系的に再編成 し、教育機会をで きるだけ多 くの人びとに開放す

るために、さまざまな改革を積み重ねて きた過程だとみることがで きます。 もっとも

今 日で も、そ うした制度改革が十分に実現 している国はあ りません。た とえば中等教

育 と大学教育の接続 をみて も、大学教育は現在で も、初等中等教育 と制度的にスムー

ズに接続 しているわけではあ りません。それに加えて、教育内容の面で も扱 う知識の

内容や質に違 いがあるため、スムーズに接続 しないところがあ ります。た とえば初等

中等教育 も大学教育 も、で きるだけ正確 な知識 を体系的に整理 して標準化 し、順序 疏

てて系統的に提供 しようとする点では同 じですが、大学教育では研究で生産される新

しい知識、つま り決着のつかない灰色の部分を含んだ知識を扱 うことに も重要な意義

があるか らです。 しか し今後の改革の方向としては、大学教育を最終的な学校教育段

階 として位置づけ、その整備充実をめ ざす というのが第1の ポイン トです。

同世代 の半分強を受 け入れる大学教育

二つ 目の条件 は、現在の大学教育、 とくに学部教育は同世代の,.分 を超 える人びと

を対象 にしてお り、その改革では、彼 らにふ さわしい教育 をどのように構築 すればよ

いのかが課題になっていることです。

第二次世界大戦後の教育改革で成立 した現行の教育制度では、 日本の子 どもは小学

校 と中学校の計9年 間の義務教育を終 えれば、その後は社会的な経験 を通 じて、基礎

学力の面でも教養の面でも、将来大人として、社会で活躍するための能力を自主的に

獲得で きると想定 されてい ました。 ところが、高学歴化の進んだ今日では、同世代の

98%の 人びとが高校で学ぶ ようにな り、大学へ進む者 も同世代の半分 を超 えるように

なっています。
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(2)同世代の半分強を受け入れる大学教育
・現行の教育制度……日本の子どもは小学校 と中学校の計9

年間の義務教育を終えれば、その後は社会的な経験を通

じて、基礎学力の面でも教養の面でも、将来大人として

社会で活躍するための能力を自主的に獲得できると想定

高学歴化の進行……同世代の98%が 高校進学、同世代の半

分を超える大学進学者
・大学教育……高度な専門的人材や広い意味での社会的な指

導者層の育成を果たす教育機会。大学の門戸は志願者に

広く開かれるべきだが、すべての人びとを同じ条件で受

け入れるべきだとは考えられていない?
19

こうした現状 をふ まえて、大学の門戸を同世代の何%に 開けばよいのかを、理論的

につきつめて考えることはで きそ うにあ りません。 しか し各国の近代教育の動向を歴

史的にたどってみると、 日本 を含めて どの国 も、近代化の過程で国民国家 としての統

合や発展 を実現するために、すべての国民に近代社会で通用する一定の基礎学力 と共

通の文化 を内面化 させる 「義務教育」の定着をはかってきました。それから義務教育

後の教育年限の延長も、個人と社会の双方 にとって望ま しいと考 えられていた と思 い

ます。

それに対 して、大学教育はどの国で も基本的に、高度な専門的人材や広い意味での

社会的な指導者層の育成 を果たす教育機会として位置づけ られてい ます。大学の門戸

も志願者にはできるだけ広 く開かれるべ きだ としても、すべての人びとを同 じ条件で

受け入れるべ きだ とは考え られていないように思われます。

したがって 日本の大学の門戸が、今後10年 くらいの問に大幅に開放 されることはな

いと予想 され ますが、 日本の大学教育はすでに同世代 の半分 を超える人びとを対象に

してお りますので、少数の学生を受け入れた伝統的な大学教育観か らみれば、能力や

興味 ・関心の面で多種多様な学生にふ さわしい教育 を、 どのように提供すればよいの

かを問われていることにな ります。

不可欠な教養教育 と専門職業教育

学部教育の改革を左右する第3の 条件は、 日本の大学教育、 とくに学部教育 はアメ
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リカと同じように、身体 的には大人か もしれませんが、教養の面では 「半大人」の学

生 を受 け入れ、彼 らに対 して教養教育 と専門職業教育 を行 うことを主要な 目的にして

いることです。

アメリカの学部教育では、大学によってその取 り組み方はちがって も、専門職業教

育 と並 んで、学生 を教養のある成人として育成する教養教育が重視 されてい ます。卒

業後社会に出て活動す る大多数の学部学生は、一般 教育、 ジェネラル ・エデュケーシ

ョンとして教養教育を履修 し、専攻、メジャー として専門職業教育 を履修するのが普

通です。 また大学院に進学 して、よ り高度な専 門職業教育 を履修する少数派の学部学

生の場合、その大半 は学部卒業後就職す る多数派の学生 と同様の科 目履修 をして大学

院に進学 しますが、 なかには、一般教育 を教養教育 として履修す るのは同 じですが、

専攻 でも職業 との関連が深い専門分野に加 えて、基礎的な文理系の専 門分野を中心に

幅広 く学ぶ学部学生 もいます。歴史と伝統のある教養カレッジや、威信の高い研究大

学の文理系学部 カレッジが提供 しているのは、そ うした教養教育の色彩が濃い学部教

育だ とい うことにな ります。

戦後 日本の学部教育 も基本的に、 このアメリカ ・モデルをベースに して発展 して き

ましたので、同 じような学部教育観に もとついているはずです。ただ しそうはいって

も、 日本の多 くの大学関係者 にとって、大学は 「半大人」の学生 を受け入れ、彼 らを

教養のある成人にしなが ら、卒業 までに専門職業教育 も学んで もらう場なのだという

学部教育観は認めた くないのか もしれません。戦前の伝統的な大学観か らみても、旧

(3)不可欠な教養教育と専門職業教育
・学部教育の主要な目的……身体的には大人かもしれないが

教養の面では 「半大人」の学生を受け入れ、彼らに対し

て教養教育と専門]職業教育を行う。
・アメリカの学部教育……多数派の卒業後就職する学部学生

の場合は一般教育=教 養教育、専攻e専 門職業教育。

少数派の卒業後大学院に進学する学部学生の場合は大半

は同様の科目履修をして大学院に進学、ただし専攻でも

文理系の専門分野を中心に幅広く学ぶ者もいる。

日本の学部教育観 一 ・多様化した学生への対応?

zo
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制大学の学生は旧制の高等学校や大学予科を経て19歳 で大学に入学 したか ら、すでに

立派な成人であ り、彼 らに専門職業教育 をほどこすのが大学教員の仕事 と考えられて

いました。

もっとも、多様化 した学生を実際に教育 している大学教員 にとって、「半大人」の

学生 を受け入れて、教養教育 と専門職業教育 を行うとい う学部教育観は、今 日では ど

の大学で も実態に即 した見方であ り、 ようや く日本の大学で も広 く受け入れ られるよ

うになったといった方が正確なように思 われます。 目の前の学生のなかには、義務教

育後に高校で3年 間よけいに学んで も、基礎学力の面で も教養の面で も、将来大人と

して社会で活躍するための能力を自主的に獲得で きそ うにない学生が結構いるように

みえるか らで ございます。 これは、あるいは、言い過 ぎか もしれ ません。

専門分野や進路に応 じた教養教育の比重

第4の 条件は、大学教育、 とくに学部教育 にとって教養教育 と専 門職業教育 は不可

欠の要素ですが、この2つ の教育の比重や内容は、学生が専攻する専門分野や卒業後

に就 く職業や進路によってちがっていることです。

日本で もアメリカで も、大部分の学部学生 は卒業後、大学院に進学 しないで社会に

進出 します。そのため 日本では専門教育、アメリカでは専攻 としてまとめられる専門

職業教育は、学部教育で もた くさん行 われています。その内容が卒業後に就 く職業 と、

どの程度密接に関連 しているのかは別に して、専 門職業教育は学生が特定の専 門分野

臣

(4)専門分野や進路に応じた教養教育の比重
・日本でもアメリカでも、大部分の学部学生は卒業後大学院

に進学しないで社会に進出……学部教育の中心は専門職業

教育(日 本の 「専門教育」、アメリカの 「専攻」)
・大学院における専門職業教育

アメリカ……医師や法律家などは20世紀以降、経営学修

士(MBA)は1960年 代以降に定着

日本……専門職大学院(法 科大学院、経営学大学院、教

職大学院など)の 設置
・専門分野や職業によって異なる取得学位の種類、学部教育

における教養教育と専門職業教育の比重や内容

u
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を集中的に深 く学ぶための教育です。

その他 に、教員や栄養士 など、学生が在学 中の専門職業教育で取得できる職業資格

もた くさんあ ります。特定の職業に就 くために必要な職業資格や学位の要件は、主に

職業団体や関連学協会、政府な どの学外の大学関係者 によって決められますが、学生

は所属大学のカリキュラムのなかか ら、資格取得や受験 資格で定められた資格必須科

目を履修 します。

アメリカでは現在、医師や法律家 などの専門職向けの専門職業教育は大学院で行わ

れていますが、 日本ではこれ まで、大学入学時に学部や専攻 を決め、学部教育の段階

か ら専 門職業教育 を集中 して行 ってきました。ただ し職業が要求する学歴 は、どの国

でも時代 とともに高学歴化 してきてい ます。

アメリカで も専門職が大学院教育の履修を要求するようになったのは、た とえば医

師や法律家では20世 紀以降のこ とで した。 また経営学修士、MBAが 企業経営者の学

位 として注 目を集めるようになったのは第二次世界大戦後、それも60年 代以降のこと

であるように思われます。 日本では近年、法科大学院や経営学大学院、教職大学院な

どが専門職大学院 として設置された り、同 じような専門職業教育が、通常の大学院で

も提供 された りするようになってい ます。

日本の戦後大学改革では、戦前の専 門学部の仕組みを温存 させたまま、大学設置基

準 により画…的で平準化 した学部教育 のカ リキ ュラムを導入 しました。 しか しその

後、学問領域 の多様化や4文 字学部の開設 などにより、この大学設置基準に縛 られた

カリキュラムは、学部教育の実情 にあわない ことが明 らかになったのは、 ご存 じだ と

思います。 この ように考 えると、取得する学位の種類や、学部教育における教養教育

と専門職業教育の比重や内容は、専 門分野や職業によってちがってよい し、ちが うべ

きなのだと考 えた方が自然だと思います。

問われる教養教育のあり方

しか し第5に 、学部教育 についてみると、 この約半世紀の問に、アメリカで も日本

で も、教養教育 よりも専門職業教育が ます ます重視 されるようになって、教養教育の

あ り方が問われてい ます。

科学技術 と経済の発展は学問の専 門分化 と高度化を促すため、学 部教育でも専門職

業教育が強化 され るのは自然な流れだ と考え られます。アメリカではほとんどの大学

が、教養教育に相当す る一般教育の履修 を必修 として学生 に課 してい ます。その学部

教育に占める比率 も大学によってそれほど大 きな違いはあ りませんので、教養教育を
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(5)問われる教養教育のあり方
・学部教育で強化される専門職業教育

・ますます狭くなる教養教育の居場所

・今後の方向

①大多数の学生は学部卒業後社会に出て活動するから、専

門職業教育は主に大学院教育よりも学部教育で行われる

ことを前提にして、将来の方向を考える必要がある。

②同世代のベス トの人材が大学院に進学して、彼らがあら

ゆる分野で将来の社会的リーダー層として活躍すること

を必ずしも期待されているわけではない。

行 う制度的な枠組みは確保されているといってよい と思います。 ところが、専 門職業

教育の強化 にともない、大学教員は 自分の専 門分野の研究や教育 にいっそう関心 をも

つ ようになってきています。学生 も…▲般教育 よ りも専攻 を重視 し、 しか も専攻では卒

業後の就職 に有利な実学系の専 門分野 を選んだ り、職業資格の取得をめざす 「就職第

一主義」の学生が大幅に増 えたため、一・般教育の質が低下 した り、軽視 されるように

なっています。

日本では1991年 の大学設置基準な どの大綱化以降、各大学の学部教育改 革は 「専 門

教育」 とい う名称の 専門職業教育の比重を高める方向に進んでいます。 日本の場合、

アメリカと比べて人学院教育が現状では小規模なため、4年 間の学部教育で専門職業

教育 を強化 しようとするので、教養教育の居場所 はます ます狭 くな りやすい ところが

あります。

また大多数の学生は学部卒業後社会に出て活動 しますので、専門職業教育 は主に大

学院教育 よりも学部教育で行われることを前提 に して、その将来の方向を考える必要

があ ります。次世代の高学歴者の主力は数のうえでは今後も短期大学士や学士だから

です。

それか ら、これは非常に重要なことですが、同世代のベ ス トの人材が大学院に進学

して、彼 らがあ らゆる分野で将来の社会的 リー ダー層 として活躍す る。そ うい うこと

が必ず しも社会か ら期待 されているわけではないことを、 申し上げてお きたい と思い

ます。
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あい まいになる教養教育と専門職業教育の境界?

1980年 代のアメリカでは、学部教育の全面的な見直 し、そのなかで もとくに一一般教

育の改革をめざ した政策提言があいついで公表 され、数多 くの大学が実際に改革を進

め ました。学部教育改革、 とくに教養教育 としての一・般教育の改 革は、90年 代以降も

世紀 を超 えて、多 くの大学や大学連合組織で繰 り返 し計画 された り、実施 された りし

ています。

2000年 以降の、学部教育の改革を左右する第6の 条件 として、教養教育 と専門職業

教育の境 界があい まいになって きているのではないか とい う点につ いて 申し ヒげ ま

す。 これはヨーロ ッパ連合、EUや 日本 も含めて、学部教育全体の学習成果 に対する

社会的な関心が高 まって きていることを反映 しているように も思われます。アメリカ

については、全米 カレッジ ・大学協会の活動 を例 として とりあげてみました。 この協

会は専攻や学問的背景 にかかわ らず、すべ ての学部学生が学部教育で身につけるべ き

学習成果のリス トを、パワーポイントにもまとめたように、3つ に分けて提言 してい

ます。

①文化 と自然 に関す る知識、②知的、実践的技能、いろいろなスキルのことです、

③個 人的、社会的責任、つ まり価値観の3つ です。

この協会 は教養教育(リ ベ ラル ・エデュケーシ ョン)を 重視す る大学の連合組織で

あることもあって、専 門分野の違いを超えて、学部教育全体 に共通する学習成果 を強

調 しています。そのため、この学部教育で身につけるべ き学習成果のリス トは、ある

(6)あ い まいになる教養教育 と専門職業教育の境界?

・学部教育の学習成果 に対する社会的関心の高ま りを反映?

・全米カレッジ ・大学協会(AAC&U)の 提 言(2005年)

【学部学生が学部教育で身につけるべき学習成果】

①文化 と自然に関する知識(科 学、社会科学、数学、人文学、芸

術)

② 知的、実践的技能(文 章 と口頭のコミュニケーション、探求的

・批判的 ・創造的思考
、数量的 リテラシー、情報 リテラシー、

チームワーク、学習の統合)

③ 個人的、社会的責任(市 民的責任 と関与、倫理的推論、異文化

に関する知識 と活動、生涯学習への志向)
23
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意味では、一一般教育の学習成果 を整理 した リス トといってもよいほ どです。

というのは、1990年 代 までの学部教育論では、学部教育の 目的を、次の24枚 目のス

ライドのように、言語的、数学的能力か ら、知的技能や知識、価値観 を主体 的に駆使

する能力まで、5つ に整理 していたか らです。

この2つ の リス トを比べてみると、① と(3)、 ② と(1)、 ③ と(2)は 、それぞ

れ対応 しています。 ところが1990年 代 までの学部教育の 目的には、「(4)特 定の専門

分野に関す る深い知識」があ りますので、専攻、 メジャー、つ ま り専門職業教育 と教

養教育の区分がはっきりしていましたが、2005年 の学部学生が学部教育で身につける

べ き学習成果の リス トでは、専攻の位置が必ず しもはっきりしてお りません。

しか し全米カレッジ ・大学協会は、906校 の加盟大学 の学務担 当副学長 を対象 にし

たオンライン調査にもとついて、①78%の 大学はすべての学部学生が身につけるべ き

共通の学習成果を大学 として設定 していること、② ところが、多 くの学生は自分の大

学が提供する学部教育の 目標につ いて理解 していないことなどを明 らかに してい ま

す。 したがってアメリカの大学は、学部教育 と教養教育を明確 に区分 しているのは間

違いない と思い ます。

さらに89%の 大学は一般教育プログラムを評価 した り、改革 しようとした りしてお

り、56%の 大学は5年 前 と比べて一般教育を重視するようになってい ます。 しか もそ

うした大学ほ ど、学部学生の研究参加や初年次教育、外国留学、サー ビス ラーニ ング、

インター ンシップなどといった、 さまざまな学習実践 を重視す るようになったことも

*従 来のアメリカの学部教育論における学部教育の 目的

(1)能動 的なコミュニケーションのための言語的,数 学的能力

(2)西 欧的,ア メ リカ的価値観

(3)自然 と社会に関す る科学的な理解

(4)特 定の専門分野に関する深い知識

(5)(こ れ らの)知 的技能や知識,価 値観を自ら主体的に分析 ・総

合 ・応用 して駆使する能力

*2つ の リス トの比較

・① と(3) 、② と(1)、 ③ と(2)は そ れぞれ対応

・(4)を 専門職業教育(専 攻)の 目的 として明確に区分

24
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「
・全米カレッジ ・大学協会(AAC&U)の 加盟大学 にお ける

学部教育、一般教育に関する調査(2005年)

*す べての学部学生が身 につけるべき共通の学習成果を大学 と

して設定 している大学78%

*一 般 教育プログラムの評価や改革 を計画 している大学89%

*5年 前 と比べて一般教育を重視するようになった大学56%

*一 般 教育を重視す るよ うになった大学ほど、学部学生の研究

参加や初年次教育、外国留学、サービスラーニング、インタ

ーンシップなど
、さまざまな学習実践を重視

25

指摘 していますが、 こうした状況 はきわめて重要なことだ と思われます。

日本では一・般教育に代わって教養教育 とい う言葉が近年使われるようにな りました

が、この教養教育を専門職業教育の強化が進む学部教育のなかで どのように確保 し、

同世代の半分を超える多様化 した学生 に、何を学んで もらえばよいのかが、ます ます

問われるようになっています。

中央教育審議会は、 日本の大学が授与す る学士が保証する能力の内容に関する参考

指針 として、パ ワーポイン トにもまとめたように、専門分野の違いを超えて学部教育

全体 に共通す る、4つ の学習成果 を提示 しています。

㊤知識 ・理解、②汎用的技能、③態度 ・志向性、④統合的な学習経験 と創造的思考

力、の4つ です。

これ らの能力については、 日本の学士課程教育が分野横断的に、共通 してめざす学

習成果に着 目した もので、で きる限 り汎用性 のあるもの を提示するように努めたとい

うことです。 またこの参考指針 は標準的な項 目にとどまる ものであ り、各大学が実際

に学位授与 の方針 な どを定め る場合 には、その大学 の教育理念や学生 の実態に即 し

て、各項 目の具体的 な達成水準などを主体的に考えてい く必要があることが謳われて

います。

さらに、あい まいな表現ですが、これ らの能力は教養 を身につけた市民 として行動

で きる能力 として位置づけることができる ということです。

とい うことは、これ らの能力は職業専 門教育ではなく、教養教育で身につける能力
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・中央教育審議会の提言(2008年)

【学部教育全体に共通する学習成果】

①知識 ・理解(多 文化 ・異文化に関する知識の理解、人類 の文化

や社会と自然に関する知識の理解)

② 汎用的技能(コ ミュニケーシ ョン ・スキル、数量的スキル、情

報 リテラシー、論理的思考力、問題解決力)

③ 態度 ・志向性(自 己管理力、チームワー ク、 リーダーシ ップ、

倫理観 、市民 としての社会的責任 、生涯学習力)

④ 統合的な学習経験 と創造的思考力

*大 学が授与する学士が保証する能力の内容に関する参考指針

*中 央教育審議会の提言の特徴
・全米カレッジ ・大学協会(AAC&U)の 提言と似通った内容

・日本の学士課程教育が分野横断的に、共通してめざす学習成

果に着目
・できる限り汎用性のあるものを提示

・参考指針は標準的な項目、各大学が実際に学位授与の方針な

どを定める場合には、その大学の教育理念や学生の実態に即

して、各項目の具体的な達成水準などを主体的に設定
・教養を身につけた市民として行動できる能力の集約

←?→ 学部単位でも明確で体系的なイメージをえにくい

職業専門教育に共通する学習成果の集約

なので しょうか。それとも、学部単位でも明確で体系的なイメージをえに くい職業専

門教育に共通す る学習成果 を、 どの大学の どの学部でも、 これ らの4つ の能力 として

まとめ る ことが で きる と想定 して い るので し ょうか。

全米カレッジ ・大学協会 と中央教育審議会が提言 した学習成果の リス トは似通って

お り、大 きな違いはあ りません。違 いがある としたら、全米 カレッジ ・大学協会は学

部教育における一・般教育の位 置と役割 を明示 し、学部教育の学習成果 を一般教育の成

果に沿って集約 してい ます。それに対 して、中央教育審議会の提 言では、学部教育に
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おける教養教育や専門基礎教育や専門教育の位置 と役割、あるいは、高い教養 とか専

門的能力 などといった重要な言葉の具体的な内容が非常にあいまいなまま、学部教育

の学習成果 をまとめ ようとしています。

そ うした まとめを、学協会の まとめ役 である日本学術会議に依頼するのは、ある意

味で、正解だとは思いますが、本当に集約で きるので しょうか。それはイメージが く

っ きりしていて、分か りやすい ものになるので しょうか。疑問なように思われます。

近代科学の成果にもとついた学部教育

最後に、第7の 条件 として、学部教育の教育内容 について とくに指摘 しておきたい

のは、今 日の大学教育では、専門職業教育だけでな く教養教育 も、主に近代科学の成

果である知識や技能にもとついて構成 されていることです。

教養教育 には人間形成や価値教育 をはじめ、芸術への関心 とかコ ミュニケーション

能力の育成 なども含まれるので誤解 されやすいのですが、大学教育の基本 はあ くまで

も、近代科学の成果 にもとついた教育だ とい うことです。 とい うのは、近代 大学 にと

って基本的で固有の役割 は、知識 を扱 うこと、つ ま り知識 を発見 し、統合 し、応川 し、

教育す ることであ り、その知識はなによりもまず近代科学の成果によって構成 されて

いるか らです。

また教養教育の内容を論 じる時 に、書物の役割、 とくに文学作品 とか最良の哲学書

や歴 史書 などを じっ くり味わうことを通 じて、知の基盤 を作 り上げることの重要性が

(7)近代科学の成果にもとついた学部教育
・大学教育……近代科学の成果にもとついた教育

*近 代大学にとって基本的で固有の役割は知識を扱 うこと

(知識の発見、統合、応用、教育)で あり、その知識は

なによりもまず近代科学の成果によって構成

*教 養教育で扱う文学作品は文学作品そのものではなく、

人文科学としての文学
・大学の教養教育がめざす教養……その主要な部分だが一部

にすぎず、しかも幅広い学問領域を体系的に学ぶことに

よって獲得される幅広さと一貫性を備えた知識や技能、

価値観、態度が中心

Zs
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しばしば指摘 されるのは当然の ことです。 しか し大学教育を構成する教養教育で扱 う

文学作品は、あ くまで も人文科学 としての文学であ り、文学作品その ものではない。

哲学書や歴史書も人文科学や社会科学の専門分野における研究 とい うフィルターを く

ぐり抜けて、は じめて大学教育 としての教養教育を構成 することにな ります。

近代科学の成果にもとついた大学教育、 とくに教養教育にはい くつ もの限界や問題

点があ ります。 また理想的な教養のある成人の資質がどのようなものであっても、大

学の教養教育がめざ している 「教養」は、その主要な部分だが一一部 にす ぎない し、幅

広い学問領域 を体系的に学ぶ ことによって獲得 される幅広 さと 一m一性 を備えた知識や

技能、価値観、態度が中心です。別の言葉でいえば、教養教育 を実質的 に改革す るに

は、欲張 らないで、その 目的や効用の範囲を明確に し、大学教育に固有の強み と制約

を考慮 して実施す る必要があ ります。

ついでに、これは自己弁護を兼ねて申 し上げることですが、各大学の執行部の方は、

自分の大学の手持ちの人材は専 門分野のことしか分か らない、それぞれの学部の大学

教員であることに留意 して、無理のない、現実的な学部教育改革 を構想 して頂 きたい

と思い ます。

5.学 部教育改革の課題と方向

大 きく変わった学部教育の内容

それでは、このような改革の条件 をふ まえて、 日本の学部教育改革では教養教育 と

専門職業教育の内容や位置づけ、バ ランスをどの ようにすればよいのか。続いて、21

世紀初頭の国 疏大学の学部教育 カリキュラムの概要 をまとめた大学評価 ・学位授 与機

構の2001年 の調査報 告や、2007年 度の四年制大学 のカリキュラム改革の動向を解説 し

た広島大学高等教育研究開発セ ンターの2010年 の調査報告の結果 などを手がか りに し

なが ら、その課題 と方向を探ってみたい と思い ます。

現在の日本の大学の学部教育改革には、次の ような特徴がみ られます。

第1に 、 日本の国公私立の四年制大学では、学部教育のカリキュラム改 革が盛 んに

実施されてい ます。2003年 度から2007年 度の5年 間に学部教育のカリキュラム改革 を

実施 していたのは、全大学の87%、 全学部の81%で した。設置者別にみる と、国立、

私立、公 立の順で した。また専門分野別にみると、専門職業 との結びつ きが強い保健、

家政、教育、芸術な どの学部よ りも、人文社会系や理工系の学部の方が改革 を実施 し

ていました。
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5学 部 教育改革の課題 と方向

大きく変わった学部教育の内容

(1)学 部 教育のカ リキュラム改革の特徴

①活発な学部教育のカ リキュラム改革

・2003～2007年 の5年 間に全大学の87% 、 全学部の81%が

学部教育のカリキュラム改革 を実施

・国立 〉私立〉公立

・人文社会系、理工系〉保健、家政、教育、芸術

29

i

②カリキュラム編成上の配慮事項

豊かな職業生活の実現を視野に入れたキャリア教育

の提供61%

豊かな社会生活の実現を視野に入れた教養教育の提

供55%

地域社会、地元企業などの人材育成ニーズへの対応29%

幅広い年齢層に対応 した生涯学習教育の提供7%

帰国子女や編入学者への配慮5%

30

第2に 、カリキュラム編成上の配慮事項で多かったのは、 豊かな職業生活の実現を

視野に入れたキャリア教育の提供や、豊かな社会生活の実現 を視野に入れた教養教育

の提供 などです。

第3に 、実際のカリキュラム改革の具体的内容を、実施率の高い順に並べてみると、

パワーポ イン トのようになっています。全体 としてみれば、①科 目区分 に関す る改革

は実施 されていま したが、単位数に関す る改革はそれほどではなかったこと、②カリ

キュラム編成に際 して教養教育について配慮 していましたが、教養教育 と職業 専門教
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③カ リキュラム改革の具体的内容

必修科 目 ・必修選択科 目・自由選択科 目の配分の

見直 し77%

授 業科 目の区分の見直 し66%

学 生 の進路に対応 したコース制の導入29%

くさび型教育課程の実施18%

卒 業要件単位数を削減!3%

単位 の計算方法の見直 し12%

卒業要件単位数の増加12%

31一
④卒業単位数の状況

・卒業単位数の全大学平均127単 位

国立129単 位 、公立128単 位 、私立126単 位

・卒業単位に占める必修単位の比率の全大学平均40%

公立51%〉 国 立48%〉 私 立37%

保健80%、 芸術55%〉 ・…・・〉人文系32%、 社会系23%

⑤教養教育単位数の状況
・教養教育単位数の全大学平均30単位

国立37単位〉公立33単位〉私立29単位
・卒業単位に占める教養単位の比率の全大学平均24%

国立29%〉 公立25%〉 私立23%;差 異のない専門分野間
32

育を4年 間を通 じて履修で きるくさび型教育課程への改革を実施 した大学 は多 くなか

ったことなどが指摘で きると思います。

第4に 、卒業要件 単位数 をみると、全大学の平均は127単 位、学部別、つ ま り専 門

分野別では保健はやや多いですが、専 門分野間でほ とんど変 わ りませ ん。

ただ し卒業単位に占める必修単位の比率では、公立や国立 と比べて私立は緩やかで

す。また学部別にみると、人文系や社会系は緩やかですが、保健や芸術、家政などは

厳格であることが分か ります。
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⑥代表的な教養教育の内容例
・伝統的な教養科目

大学生活や大学教育への適応支援をはかる科目

専門職業教育への導入を促す科目

自校教育、キャリア教育、補習教育、基礎学力の向上を

目指す科目など
・【学部教育カリキュラムの構成:標 準モデル】

教養教育の科目編成を中心に、各大学の共通面に注目

してまとめた学部教育カリキュラムの標準的な構成

国立大学の実状を反映した構成(大 学評価 ・学位授与

機構1、2001年)

33

第5に 、教養教育単位数 についてみると、全大学の平均は30単 位、設置者別では国

立37単 位、公立33単 位、私立29単 位で した。 また卒業単位に占める教養 単位の比率で

は、全大学の平均は24%で すが、設置者別では、公立や国立 と比べて私"えは 単位数で

も比率で も緩やかです。ただ し重要なのは、教養教育単位数で も、卒業単位に占める

教養単位の比率でも、専門分野 間、つ ま り学部間では違いがみ られなかったことです。

したがって予想 されたことですが、1991年 当時 と比べれば、学部教育に占める教養

教育の比率は大 きく低下 しました。教養教育は決 して重視 されるようになったとはい

えない。アメリカの学部教育に占める一一般 教育の割合が45%(2000年)で あることと

比べれば、 日本の大学の学部教育は専 門職業教育の色彩が濃 いといって よい と思い ま

す。

第6に 、代表的な教養教育の内容 を整理 してみる と、伝統的な教養科 目のほかに、

大学生活や大学教育への適応支援、専 門職業教育への導入を促す ような科 目も含 まれ

るようにな りました。

お手元のパ ワーポイン トにある 「学部教育 カリキュラムの標準的な構成 」 は、教養

教育の科 目編成を中心に、各大学 に共通す る面 に注 目して、学部教育 カリキュラムの

標準的な構成をまとめた ものです。

これは実は、 もともとは大学評価 ・学位授与機構の200!年 の調査報告をふまえて作

成 したので、国立大学の実状 を反映 した ものです。

この学部教育 カリキュラムの標準的な構成 をみる と、教養教育は91年 の大学設置基
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準などの大綱化以降の20年 問に、想像以上 に大 きく様変わ りしたことが分か ります。

現在でも教養教育の中核 をなすのは、人文科学、社会科学、自然科学の3分 野の基礎

的な知識 と方法の修得や、諸科学 を超えた学際的な知識の修得、外国語や健康 ・スポ

ーツなどの能力の向上であ り、その意味では従来の教養教育 と変わ りません。

しかしそれに加えて、現在の教養教育には、社会の情報化 に対応 した 「情報 リテ ラ

シー」の向上や、高い倫理性や責任感をもって判断 し行動で きる能力の育成 といった

「価値教育」、多様 な学生の受け入れにともなう 「導入教育(初 年次教育)」 や 「補習

【学部
脚

【学部教育カ リキュラムの構成:標 準モデル】

1教養教育

①導入教育(初 年次教育)・ 補習教育科目

②教養教育科目

分野別教養教育科目、総合的教養教育科目

③共通基礎教育科目

語学教育科目、健康 ・スポーツ教育科目

情報処理教育科 目

④専門基礎教育科目

H専 門職業教育

⑤専門教育科目

⑥卒業研究

34

(2)学 部教育カリキュラムの標準的な構成

・教養教育の中核……人文科学、社会科学、自然科学の3分

野の基礎的な知識 と方法の修得、諸科学 を超 えた学際的

な知識の修得、外国語や健康 ・スポーツな どの能力の向

上

・新 しい教養教育の科 目……社会の情報化に対応 した 「情報

リテラシー」の向上、高い倫理 性や責任感をもって判断

し行動できる能力の育成 といった 「価値教育」、多様な

学生の受 け入れにともな う 「導入教育(初 年次教育)」

や 「補習教育」など

35
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教育」 など、盛 りだ くさんな内容が含 まれるようにな りました。

学部教育改革の方向

それでは、 こうした学部教育の現状 をふまえて、それぞれの大学は学部教育 をどの

ように改革 して行けばよいのか ということですが、これは、創価大学の場合は創価大

学の大学経営陣、学長 をは じめとす る大学管理者、それから教職員の皆 さんが学生の

希望や意向を十分 にくみ ヒげなが ら、改革を進めて行けばよいことで、特 に私か ら具

体的なことを申 し上げることはあ りません。

ただ し本 日は、FD、 教員研修の一つ として、お話す る機会を頂いたので、これ ま

で申し上げて きたことをふ まえて、い くつかポイン トめいたことを申 し ヒげ ます。

第1に 、創価大学 でも、全学的に学部教育 を改革する際には、その内容 を教養教育

と専門職業教育 の二つ に大きく区分 して、カリキュラムを構築すべ きです。複数の学

部 をもつ大学で、124単 位分の授業科 目を、1つ の基準のみで、体系的に構築 するの

は非常 に難 しいので、2つ に分けて考えた方が実施 しやすいと思い ます。

しか も教養教育は学部教育の不可欠の要素ですが、大多数の学生は学部卒業後、社

会に出て活動 しますので、専門職業教育は主に学部教育で行うことを前提 にして、学

部教育の カリキュラムを構想す る必要があ ります。別の言葉でいえば、学 部教育の中

心 はあ くまで も職業専門教育だということでござい ます。

というの も今後 も、学士や短期大学十 などを取得 した卒業生は次 世代の高学歴者の

主力であ り、彼 らが卒業後、多種多様な職業や職種に就 くことを考えると、それにで

きるだけ関連 した専 門分野 を集 中的に深 く学んで、その知識や技能、価値観、態度を

身につ けることを社 会か ら期待 されているか らです。

第2に 、多 くの大学では、教養教育 と専門職業教育 との有機的な連携に配慮 した学

部教育の改革 を行 ってきてい ますが、それぞれの大学 にふさわしい連携 を構想する必

要があ ります。

たとえば医学系や工学系 といった、学部卒業後の職業 との関連が比較的明確 な専門

分野の単科大学や、それに準ず る大学では、職業人育成のなかで教養教育をとらえ直

そうという傾向がみ られ ました。

教員養成系や外国語系、芸術系な どの学部や大学のなかには、専門職業教育自体に

教養教育的要素が含まれているため、2つ の教育の有機的連携が必 要だという見解 も

み られます。複数の学部を もつ大規模大学で も、4年 一貫教育を柱 にした学部教育改

革を行い、学部教育を通 じて2つ の教育の有機的な連携 をめ ざした ところが少なくあ
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一
学部教育改革の方向

①全学的な学部教育カリキュラム改革のポイント
・教養教育と専門職業教育の2つ に大きく区分して構築

・教養教育は学部教育の不可欠の要素だが、学部教育の中

心は専門職業教育

②特色ある教養教育と専門職業教育の有機的な連携
・職業人育成のなかで教養教育をとらえ直す……医学系、

工学系など
・教養教育的要素を含む専門職業教育の特色を活かす

・教 員養成系、外国語系、芸術系など
・4年一一貫教育を柱にした2つ の教育の有機的な連携

36

③学部の具体的な方策を積み上げて構築する全学の学部教育

カリキュラムの改革
・各学部で学部教育のあり方や具体的な方策などを、専門

職業教育を中心に構築し、
・次いで各学部のカリキュラムに含まれる共通の要素を、

全学的な教養教育としてまとめる方向で集約

自校教育など全学で決めた方がよい要素の検討 ・調整

④教養教育の授業の一部を担当する学部所属の大学教員
・初学者を対象にした自分の研究や教育の背景にある専門

分野の概論
・教育も研究も重視する大学教員

37

りません。

そうした動向も反映 して、多 くの大学 は、教養教育の授業科 目の履修年次を高学年

次まで広げています。高学年次の教養教育の授業科 目には、専 門職業教育 との有機的

な連携をはかるために、教養教育に関する科 目の発展的内容や上級外国語 など、低学

年次で履修 した内容 をさらに発展 させた り、専門職業教育 との関連でよ り深い理解が

えられるような科 目が開設 されてい ます。

教養教育 と専門職 業教育 との有機的な連携 を、大学 としてどうしたよいのか、創価
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その他の課題

・学部教育カ リキュラムの標準化

・多様な学生への対応

・学部教育の効用

終 りのない学部教育の改革

38

大学で も、学内外の幅広い支持 を得 られる連携 のあ り方を決める必要があると思いま

す。

第3に 、 日本のほ とん どの大学 は学部 ごとに学生を受 け入れてい ますので、特 に複

数の学部 をもつ大学が、全学的に学部教育を再構築 する際には、まず各学部で学部教

育のあ り方や具体的な方策な どを、専 門職業教育 を中心 に構築 し、次いで各学部の カ

リキュラムに含 まれる共通の要素を、全学的 な教養教育 としてまとめる方向で集約す

るのが、学部教育の改革では実質的ではないで しょうか。 これは創価大学 にもあては

まる と思います。

人材養成の 目的や学士号授与の方針 などの明確化 は、大学全体で ももちろん明確に

すべ きですが、手続 きとしては、何 よりもまず学部 レベ ルで明確に設定する。それに

連動 して、 カリキュラム、つ ま り教育課程の編成 ・実施の方針 も学部 レベルで、実現

で きる方針 を設定 した り、学士号 にふ さわしいカリキュラムを具体的に作成 した りす

るとい うことです。

そ してそのうえで、各学部のカリキュラムに含まれる共通の要素を、全学的な教養

教育 として まとめる方向で集約すれば、学部間の重複や余計な無駄を避 けることがで

きると思い ます。

また学部教育のなかには、 自校教育な ど、全学 レベルで決めた方が よい要素 もある

ので、そ うした検討や調整 をす る作業 も、 もちろん求められ ます。

第4に 、各学部の専 門職業教育の授業は学部所属の大学教員が当然で きると思いま
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大学改革、次の10年 の動向を考える

すが、教養教育の授業の 一部 も、学部所属の大学教員に担当 して もらうのが非常 に重

要だと思ってお ります。

大学教員は特定の専門分野の研究 と教育がそれな りにで きるか ら、各学部で採用 さ

れたはずです。ご本人が興味 と関心のある研究テーマや学生に伝 えたい内容 は、専門

分野のなかでもかなり狭 い領域ですが、深い内容の ものだと考え られ ます。大学教員

は、そうした臼分 にとってお もしろい研究やその成果 を、学生に伝 えたいか ら大学の

教員になったのだ と思われます。

ところが、そうした研究や研究の成果は、その専 門分野の概論をかつて学んだか ら、

大学教員 もで きるようになったはずです。ですか ら、大学教員 は誰で も、 自分の研究

や教育の背 景にある専門分野 の概論 を、初学者 であ る学生 に分か りやす く、 しか も、

こんなにお もしろいのだぞという姿勢で、伝 えられるはずです。 とい うの も、 自分が

現在研究 している研究テーマが本物な らば、その背景になる専門分野の概論を十分 に

理解 してお り、学生に も興味をもつ ように教 えられるはずだか らです。さらにそ うし

た授業は、その大学に とって教養教育の中核 になる科 目になるはずで ございます。そ

うでない人は教員 として採用 しない方が よいのかもしれ ません。

したがってどの大学教 員も、少な くとも1科 目か2科 目は 自分の専 門分野の概 論

を、学生が興味 をもって、学んでみようと思わせ るように教え られるはずだ と思いま

す。大学教員は実は、自分の専門分野 しか分か らないか ら、 また社会に出て も、 さま

ざまな分野で活躍す る社会人として通用 しそ うにないか ら、大学教員 になったのでは

ないか とも思われ ます。 これは私 自身のことも想定 しなが ら申し上げています。 しか

し自分の専 門分野の概論を、学生が興味をもって、学んでみ ようと思わせ るように教

えてほしい、そ うでなければ、大学教員ではないのではないか とい うこと くらいは、

いって もよい ように思われます。

もう 一ついえば、日本 を含めてどの国の大学で も、大学教員は教育するために大学

に採用 されているので、給料はそのために払 われているのではないでしょうか。余計

なことを申し ヒげました。

後は、皆 さんでお考え頂 きたいと思い ます。

以 ヒでござい ます。お聞 き頂 き、あ りが とうござい ました。
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